
 
熊本で⽣きた「継続性」の鉄則 
震災経験を糧に 

 

 15 ⽇午前 10 時ごろ、熊本県益城町に到着

した関⾨医療センターの初動医療班は、眼前

の光景に声を失います。あちこちで家屋が倒

壊して道路も⼨断され、町役場では警察、消

防、災害急性期に活動する DMAT（災害派遣

医療チーム）が⼊り乱れて活動していたので

す。リーダーの佐藤穣医師は「まるで戦場の

ようだった」と述懐します。 

 
避難所で医療活動を⾏う佐藤穣医師らの
初動医療班＝熊本県益城町 

 総合運動公園内にある避難所で活動を始

めた国⽴病院機構（NHO）の初動医療班は、

ある鉄則を守り抜きました。それは「継続性」

です。佐藤医師がこう説明します。「災害が

起きた際には、患者にどういう持病があり、

何の薬を服⽤しているかの記録簿を個別に

つくり、医療班が代わっても治療を切れ⽬な

く引き継いでいくことが⼤事なのです」。 

 
避難所で医療活動を⾏う佐藤穣医師らの
初動医療班＝熊本県益城町 

 そこで初動医療班は個別の簡易カルテを

作成し、ホワイトボードには重要な情報を記

録するようにしました。東⽇本⼤震災を教訓

に国⽴病院機構は、こうした研修・訓練に⼒

を⼊れており、これが有効に機能した格好で

す。 

 
避難所のホワイトボードに情報を集約する
初動医療班＝熊本県益城町 

 また、国⽴病院機構の組織⼒が⼗分に発揮

されました。そのことは⽔や⾷料、医薬品と

いった物資の調達・提供に端的に表れました。 

 グループ病院が⽀援 

最⼤震度７の本震が 16 ⽇未明に起きたこと

で、熊本県内にある熊本医療センター、熊本

南病院（宇城市）、菊池病院（合志市）、熊本

再春荘病院（合志市）の４つの機構病院も⼀

部に建物被害が発⽣。⼀⽅で⼊院患者の搬送

や救急患者の⼿当てなどにも追われます。必

然的に物資の⽀援もグループに求めました。 

 



 ここではまず九州管内の機構病院が備蓄

している物資をかき集め、不⾜している病院

に配送。次に中国四国管内の機構病院が備蓄

している分をいったん、福岡県⼤牟⽥市の⼤

牟⽥病院に集荷し、必要な病院に必要な品⽬

を送る⼿法を展開しました。そして中国四国

分が不⾜してきたら、次には近畿グループが

いつでも物資を出荷できるように、管内病院

から備蓄分を集めて要請を待ち構えました。 

 

現地対策本部で緊急の打ち合わせを
する医療スタッフや九州グループの
関係者＝熊本医療センター 

 熊本医療センターは本震が起きると病院

内の蛇⼝から出る⽔が濁り、⼊院患者の⾷事

が提供できない状態に陥りました。しかし、

こうした物資の安定供給体制が敷かれたこ

とで、同センターの物資担当者は「15 ⽇に

は第１陣の荷が届くなど、⽇常的に使う物資

が不⾜することはありませんでした」と明か

します。 

 

 若い⼒も活躍 

 ⼀⽅、未来を担う若い⼒の活躍も⾒逃せま

せん。熊本医療センターに隣接する同センタ

ー附属看護学校の学⽣の多くが⾃発的にボ

ランティアとして活動しました。その⼀⼈で

ある３年⽣の伊東恵理⼦さんは「何か⼿伝え

ることはないかと思い取り急ぎ病院にきま

した」と話し、エレベーターが停⽌した状態

での患者の⾷事運搬などを⾏いました。同校

の荒川直⼦教育主事は「⼈命を守ることの⼤

切さを⾃然と⾝につけていることの表れだ

と思います」と話します。 

 さらに体制の充実図る 

 こうした災害医療に対する対応が充実し

た背景には、東⽇本⼤震災で多くの課題が浮

き彫りになったことがあります。国⽴病院機

構は⼤震災の後、国⽴病院機構防災業務計画

の改正を⾏いました。その⽬的はより効果

的・効率的な災害対応体制を確⽴するためで

す。 

 ⼤きく強化されたことの⼀つが、災害医療

の拠点となる国⽴病院機構基幹災害拠点病

院の体制です。それまでの９病院から、全国

６地域２病院の 12 病院体制に強化。また、

被災者の受⼊・搬送などを中⼼的に担う国⽴

病院機構災害拠点病院は、2016 年８⽉現在

で 24 病院に拡⼤しています。冒頭で活動を

紹介した初動医療班もこの⼀連の改正の流

れのなかで誕⽣したのです。2016 年８⽉現

在、初動医療班は基幹災害拠点病院に各２班、

災害拠点病院に各１班設置し、全体で 48 班

を確保しています。しかし、これで⼗分とい

うわけではありません。災害時に国⺠の⽣命

を守るという重⼤な使命を確実に果たすた

めに、引き続き体制の充実を図っていくこと

にしています。 


